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【要 旨】
２０１７（平成２９）年３月、同時改訂（改定）され、２０１８年４月１日から実施された幼稚園教育
要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領では、「育みたい資質・能力」
と「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」が明示された。幼稚園、保育所、幼保連携型認定
こども園の教育や保育のねらいと内容が同一となったが、幼稚園と保育所では、「主体性」の
位置づけにおいて違いがみられる。学校教育の視点では、「幼児期の終りまでに育ってほしい
姿」に向けて、「主体的に活動」することが求められている。一方、保育所保育の児童福祉の
視点では、「子どもの最善の利益」が考慮されており、子どもが「主体」としてとらえられて
いる。さらに、「現在を最もよく生き」という文言にみられるように、子どもの現在をたいせ
つにすることが未来につながるという保育観がみられる。そこで、本稿では、幼児教育・保育
において、子どもの主体性をどのようにとらえるべきかを検討し、OECDの報告やレッ
ジョ・エミリア市の幼児教育実践を参考にして、子どもを「有能な学びの主体者」としてとら
え、子どもの「今、ここにある生活」をたいせつにした視点での教育・保育の重要性を述べた。
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主体性、子どもの権利、子どもの最善の利益、学びの主体者、今ここにある生活

１．はじめに

２０１７（平成２９）年３月、幼稚園教育要領、保
育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・
保育要領が同時に改訂（改定）され、２０１８年４
月１日から実施された。この同時改訂（改定）
の趣旨として、以下の３点が要点としてあげら

れている１）。
①３歳以上の子どもについての「幼児教育の

共通化」：３歳以上の９時～１３時までの１日４
時間を幼児教育の時間として、その内容を、幼
稚園、保育所、幼保連携型認定こども園のいず
れも共通にする。
②子ども・子育て支援制度での「幼児教育の

『質』の方向性」：「幼児期に育みたい資質・能
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力」を示し、「幼児期の終わりまでに育ってほ
しい姿」を目指した教育を行う。
③小学校からみたときの「幼児教育で育つ力

の明確化」：幼児教育とその上の学校との接続
の問題から、幼稚園、保育所、幼保連携型認定
こども園３施設に限らず、すべての就学前の施
設において小学校からみたときに一定の力を
もっていることが求められる。
このように今回の改訂では、幼児期の教育と

小学校との接続が強く打ち出されているが、こ
れまでのような幼小の接続にとどまるものでは
ないことが、大きな特徴である。策定中から、
「１８歳の段階で身に付けておくべきことは何
か」という観点や「義務教育を終える段階で身
に付けておくべき力は何か」という観点から「育
みたい資質・能力」と「幼児期の終わりまでに
育ってほしい姿」が大きなポイントとなってい
た。つまり、１８歳の時点で身に付けておくべき
力を目標として、それぞれの学校修了時までに
何を身に付けさせておくべきかが下の学校にお
ろされ、小学校から幼稚園、保育所、幼保連携
型認定こども園等に「幼児期の終わりまでに
育ってほしい姿」が示されたのである。さらに、
５歳児後半の幼児への指導において、「深い学
び」「対話的な学び」「主体的な学び」のそれぞ
れの学びの過程の実現を意識した計画を作成し
ていくことが必要とされていた２）。つまり、
「主体的・対話的で深い学び」であることが就
学前の幼児の学びとして求められている。
２００８年版の幼稚園教育要領、保育所保育指針
においても、子どもの自発的活動としての遊び
を中心とした生活や環境による教育の重要性が
言われ、子どもの主体的な活動を促すことが明
記されていた。たとえば、幼稚園教育要領「第
１章 総則」の「第１ 幼稚園教育の基本」で
は、１に「幼児の主体的な活動を促し」とあり、
さらに、２で「幼児の自発的活動としての遊び
は、心身の調和のとれた発達の基礎を培う重要
な学習である」ことから遊びを通しての指導が
押さえられている。保育所保育指針において
は、「第１章 総則」「２ 保育所の役割」で、
保育所では「養護および教育を一体的に行う」

ことを踏まえ、「３ 保育の原理」の「（２）保
育の方法」で、「オ 子どもが自発的、意欲的
に関われるような環境を構成し、子どもの主体
的な活動や子ども相互の関りを大切にするこ
と」と記載されている。
今回の同時改訂（定）では、「１８歳を見通し

て」すべての幼児教育・保育施設で共通して幼
児教育の質の向上を目指すことが強調されてい
るところに、子どもの主体性や主体的活動につ
いてもこれまでとは異なる政策的な意図をみる
ことができる。２０１７年から２０１８年にかけて、こ
の趣旨を反映して、幼児の「主体性」に関わる
研究や実践がみられる３）。その中にはこの改訂
（改定）を保育の現場や子どもの権利の視点か
ら批判的に検討する論もみられる４）。そこで、
本稿では、幼児教育・保育における子どもの主
体性をどのようにとらえていくべきかを検討し
ていく。

２．幼児教育、保育における「主体性」の位置
づけ

（１）幼稚園教育要領みられる「主体性」
幼稚園教育要領の記述から幼児教育において

「主体性」がいつ出現したかについて検討した
荒川・吉村５）によれば、１９５６年と１９６３年の二度
の改訂では「主体」という単語は使われていな
い。それに近い言葉として「自主」や「自発」
が使われている。１９５６年では、「第１章 幼稚
園教育の目標」に「園内において、集団生活を
経験させ、喜んでこれに参加する態度と協同、
自主及び自律の精神の芽生えを養うこと」とさ
れている。１９６３年の改訂では、「幼稚園教育の
基本」に「自発的な活動としての遊び」として
記載されている。１９９８年改訂で初めて、「自
主」、「自発」を尊重しつつ、さらに「主体的」
活動を目指すことが記載されたのである。「主
体的」活動は、それまでの児童中心主義思想に
端を発する「自主」的活動や「自発」的活動だ
けではないことが明らかである。これは、１９８７
年文部省の教育課程審議会答申における「自ら
学ぶ意欲と社会の変化に主体的に対応できる能
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力の育成」の影響を受けて、つまり政策的に、
新たな単語として「主体的活動」を用いる必要
があったと考察されている６）。さらに２０１７年の
改訂においては、１８歳の姿を目標として、「幼
児期の終わりまでに育ってほしい姿」が明示さ
れ、よりいっそう政策的に「主体的活動」が強
く打ち出されているといえる。

（２）幼稚園教育における「主体性」の特徴
１）幼児期の「主体性」は他者との関係におい

てあらわれる
幼児期の「主体性」および「主体的活動」に

ついて、荒川・吉村７）は、最大の要素は内的動
機づけに基づく「自発的活動」であるとしてい
る。その動機は、他者と関係せず内的に起こっ
てくるものではなく、「外的環境との相互作用
として内的に形成される」ものとして位置づけ
られる。つまり「内的動機づけ」に動因がある
「自発的活動」は、人的、物的環境のみならず
社会規範等も含めた外的環境との関係において
形成されるととらえられるのである。
平成期の幼児教育における「主体性」の概念

を整理した山本８）も、「主体性」は「子どもが
主役」であり、「周りとの関係性」の中でとら
えている。つまり、「主体性」は、「自分」と他
者との「関係」において形成されるものである。
以上のように、幼児教育では、他者や環境と

の関係で「主体性」をとらえ、子どもの「主体
性」は他者との関係で形成されるものであると
いえる。
２）教師により方向づけられる「主体性」
幼児期の主体性を他者や環境との関係でとら

えると、幼児の主体的活動には保育者との相互
作用による影響が大きいといえる。山本は、
「教育要領作成サイドからの解説」として、
１９９８年版の幼稚園教育要領作成側の神長美津
子９）と河邉貴子１０）の論を取り上げ、幼児が主体
的な活動を行うためには、教師の援助、つまり
指導や計画性が必要であることが主張されてい
ること表している。さらに、「子どもの主体性
と教師の指導は、時に異なる方向性を持つ営み
であることが暗黙に了解されており、その調

和・バランス・関係の在り方が重要」であると
指摘している１１）。そこで挙げられた事例から、
山本は、「教育的援助」の到達点を、「教師によ
る子どもの内面の理解」、「環境による自発的な
行動の誘発」、「子どもによるよりよい解決策
（適応行動）の発見」であるとまとめている１２）。
子どもには、教師がより良いと判断する適応的
解決策を自発的に見出し、解決に至ることが、
最終到達点として目指されるのである。この点
が単なる「自発性」や「自主性」とは異なる「主
体性」の特徴と押さえられる。つまり、子ども
の主体的活動には、教師の意図する目標に達す
ることまでが含まれているということになる。
２００８年の改訂では、幼稚園は学校教育を行う
教育施設としての位置づけが強調された。「学
校教育」という性格上、目的をもって教育を行
う必要性がより明確にされ、「指導の過程につ
いての反省や評価を適切に行い、常に指導計画
の改善を図ること」（「第３章 指導計画及び教
育課程に係る教育時間終了時に行う教育活動な
どの留意事項」の「１ 一般的な留意事項」）
と、計画→実行→省察・評価→改善という
PDCAサイクルが提示された。すなわち、目
標達成の評価まで求められるようになったので
ある。このように幼児の「主体性」は、教師の
目標を達成するために子どもが主体的に活動す
ること」がより強く求められることになったと
いえる。
さらに、この「主体性」のとらえ方は、２０１７

年改訂の幼稚園教育要領においては、小学校か
らみたときの「幼児教育で育つ力」としていっ
そう強調されたことになる１３）。
以上のように、幼稚園教育要領でとらえられ

る「主体性」は、学校教育としての目標達成に
むけての「主体的活動」が求められているので
ある。つまり、教師が計画した教育目標に向け
て子どもが自発的に自らを方向づけて活動する
ということが定められた中での「主体性」や「主
体的活動」である。

（３）保育における「主体性」の特徴
１）権利「主体」としての子ども
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保育所保育指針や幼保連携型認定こども園教
育・保育要領においても「主体性」や「主体的
活動」は、幼稚園教育要領同様に記述されてい
る。しかしそれだけではなく、保育においては
子どもが権利の主体として位置づけられている
特徴を見出すことができる。２００８年版の保育所
保育指針には、「第１章 総則」「２ 保育所の
役割」に、「入所する子どもの最善の利益を考
慮」とあり、２００８年版の幼保連携型認定こども
園教育・保育要領にも、「第１章 総則」「第１
幼保連携型認定こども園における教育及び保育
の基本及び目標」の「２ 教育及び保育の目標」
に、「義務教育及びその後の教育の基礎を培う
とともに、子どもの最善の利益を考慮しつつ」
と記載されている。
この「子どもの最善の利益」の保障は、１９８９

年国際連合で採択され、１９９４年に日本政府が批
准した「児童の権利に関する条約（通称「子ど
もの権利条約）」第３章第１に、「児童の最善の
利益が主として考慮されるものとする」と定め
られた。それを受けて、児童福祉法「第１章
総則」の「第１条 児童福祉の精神」で、「全
て児童は、児童の権利にのっとり、適切に養育
されること、その生活を保障されること、愛さ
れ、保護されること、その心身の健やかな成長
及び発達並びにその自立が図られること、その
他の福祉を等しく保障される権利を有する。」
と記述され、さらに、「第２条 児童育成の責
任」に、「社会のあらゆる分野において、児童
の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊
重され、その最善の利益が優先して考慮され、
心身ともに健やかに育成されるよう努めなけれ
ばならない」と明記されている。
ところで、「児童の権利に関する条約」の「児

童の最善の利益」“the best interests of the child”
について、“shall be a primary consideration”
が「主として考慮される」と政府訳されたこと
に、子どもの権利を現実的に保障することに対
する政府や関係機関の危惧の念が感じられる。
一方、同じ文言が児童福祉法では、「優先して
考慮」と記述されている。この「最善の利益」
の優先的「考慮」は、保育所保育指針、幼保連

携型認定こども園教育・保育要領にもそのまま
反映されているのである。さらに、「保護者を
含む大人の利益が優先されることへの牽制や、
子どもの人権を尊重することの重要性」が表さ
れ、それを受けて、保育所保育指針１４）と、幼保
連携型認定こども園教育・保育要領に明記され
たのである。つまり、保育においては、権利の
「主体」として子どもが位置づけられていると
いえる。
この文言は、２０１７（平成２９）年改定の保育所

保育指針の「第１章 総則」「１保育所保育に
関する基本原則」の「（１）保育所の役割」に
も、幼保連携型認定こども園教育・保育要領の
「第１章 総則」「第１ 幼保連携型認定こど
も園における教育及び保育の基本及び目標等」
の「２ 幼保連携型認定こども園における教育
及び保育の目標」にも示された。保育の対象は
貧困や虐待などの現代の課題を抱える家庭を含
めて「保育を必要とする」１５）乳幼児とその保護
者を前提条件としていることからも納得でき
る。
そのため、「子どもの最善の利益」は、２００８

年改定版保育所保育指針では、「第６章 保護
者に対する支援」の「１保育所における保護者
に対する支援の基本」の（１）にも「子どもの
最善の利益を考慮し、子どもの福祉を重視する
こと」という文言がある。しかし、２０１７年改定
版の「第４章 子育て支援」にはその文言は見
られない。この背景としては、２０１７年の改定
で、３歳以上の子どもについての「幼児教育の
共通化」という政策から学校教育的視点が強化
されたため福祉的視点が後退していると考えら
れる。また、幼保連携型認定こども園教育・保
育要領には、２００８年版、２０１７年版ともに見られ
ないことも、「児童福祉」より「学校教育」に
重点が置かれているのではないかと考えられ
る。
この「子どもの権利」の記述については、幼

稚園教育要領には見られないが、子どもの権利
条約においても児童福祉法においても、対象と
する「子ども」はすべての子どもであることを
考えると、学校教育の根底に「子どもの最善の
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利益」の保障が当然あるべきである。
２）子どもが保育の「主体」
保育所保育指針には、２００８年版と２０１７年版と

もに「子どもが安心感と信頼感をもって活動で
きるよう、子どもの主体としての思いや願いを
受け止めること」と、子どもが「主体」として
明記されている（「第１章 総則」「１保育所保
育に関する基本原則」の「（３）保育の方法」
のア）。
さらに、保育所保育指針の「第１章 総則」

の、２００８年版では「４ 社会的責任」の（１）」
に、２０１７年版では「１ 保育所保育に関する基
本原則」の「（５）保育所の社会的責任」のア
に、「保育所は、子どもの人権に十分配慮する
とともに、子ども一人一人の人格を尊重して保
育を行わなければならない」と、子どもの「人
権」や「人格」を尊重することが明記されてい
る。
幼保連携型認定こども園教育・保育要領にお

いての「主体」の記載については、２００８年版で
は、「第１章 総則」「第３ 幼保連携型認定こ
ども園として特に配慮すべき事項」の４の（２）
に、「周囲から主体として受け止められ主体と
して育ち、自分を肯定する気持ちが育まれてい
くようにし」と、子どもが「主体」として位置
づけられているのである。２０１７年版では、同じ
項の５の（２）に同じ文言が入っている。
幼保連携型認定こども園教育・保育要領にお

ける「人権」の記載については、２００８年版には
見られないが、２０１７年版「第１章 総則」「第
２ 教育及び保育の内容並びに子育ての支援等
に関する全体的な計画等」において、２の「（３）
指導計画の作成上の留意事項」のクに、「活動
の場面に応じて、園児の人権や園児一人一人の
個人差に配慮した適切な指導を行うようにする
こと」と、「人権」への配慮が書かれている。
一人一人の子どもの人権や人格を尊重すると

いうことだけではない。２０１７年版保育所保育指
針の「第１章 総則」「１ 保育所保育に関す
る基本原則」の「（２）保育の目標」のアの（ウ）
に「人との関わりの中で、人に対する愛情と信
頼感、そして人権を大切にする心を育てる」こ

とが記されている。これは、２００８年版にも「第
１章 総則」「３ 保育の原理」「（１）保育の
目標」の（ウ）に同じ文言が記載されていた。
このように、保育所保育指針は、それぞれの子
どもの人権を尊重するというだけでなく、子ど
もたちに他者への信頼や人権感覚を育てること
も明記されているのである。この点は、保育所
保育指針にみられる特徴である。幼稚園教育要
領および幼保連携型認定こども園教育・保育要
領にはその記載がない。
３）子どもの「現在（今）」の尊重
保育所保育指針の２００８年版、２０１７年版とも

に、「第１章 総則」「３ 保育の原理」におい
て、「保育所保育は、子どもが現在を最も良く
生き、望ましい未来をつくり出す力の基礎を培
う」と子どもの「現在（今）」が尊重されてい
る。０歳からのそれぞれの発達と子どもの今を
たいせつにすることこそが未来を創造する力を
培うというとらえ方がみえてくる。『保育所保
育指針解説 平成３０年３月』によれば、「保育
所は、この時期の子どもたちの『現在』が、心
地よく生き生きと幸せなものとなるとともに、
長期的視野をもってその『未来』を見据えた時、
生涯にわたる生きる力の基礎が培われることを
目標として、保育を行う。その際、子どもの現
在のありのままを受け止め、その心の安定を図
りながらきめ細かく対応していくとともに、一
人一人の子どもの可能性や育つ力を認め、尊重
することが重要である」と記述されている１６）。
したがって、この「今」をたいせつにするとい
う視点は、「今」だけに眼を向けるという閉じ
た視点ではなく、今の子どもの発達や要求に
あった保育の手立てをとることが未来につなが
るという開かれた視点であるといえる。
たしかに、保育所の子どもたちは様々な家庭

背景があり、育ちがあり、乳児からの発達を支
え励ましていくため、一人ひとりをたいせつに
した保育が求められる。
ところが、幼保連携型認定こども園教育・保

育要領においては、この記載はなく、保育所保
育指針のみに記載されている。子どもの今をた
いせつするという視点は、保育所が児童福祉施
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設であるがゆえであると考えられる。それは、
乳児期から保育を積み上げているからこその視
点であり、最善の利益を尊重し、主体として子
どもをとらえることと通じるものである。

（４）幼児教育、保育における「主体性」の問
題

１）「下意上達」の保育観と「上意下達」の教
育観の矛盾

以上のように、保育では、子どもが保育の
「主体」であり、「子どもの権利」の保障が意
識的に考慮されているがゆえに子どもの「今」
に視点がおかれている。これは、乳児期からそ
れぞれの子どもの「今」の発達や思いをたいせ
つにした保育をすることが将来につながるとい
う下から上への「下意上達」の保育観といえる。
一方、２０１７（平成２９）年の改訂の幼稚園教育

要領では、「前文」に「これからの幼稚園には、
学校教育の始まりとして、こうした教育の目的
及び目標の達成を目指しつつ」、「持続可能な社
会の創り手となることができるようにするため
の基礎を培うことが求められる。」と記載され、
さらに「第１章 総則」「第１ 幼稚園教育の
基本」では、「幼児期の教育は、生涯にわたる
人格形成の基礎を培う重要なものであり、幼稚
園教育は、学校教育法に規定する目的及び目標
を達成するため、幼児期の特性を踏まえ、環境
を通して行うものであることを基本とする」と
記載されている。「第４ 指導計画の作成と幼
児理解に基づいた評価」において「幼児の興味
や関心、発達の実情などに応じて」具体的なね
らいや内容を設定することや、「幼児の生活す
る姿や発想を大切に」して、環境を常に整える
ことなどが記載されているが、それはあくまで
も、幼稚園教育において育みたい資質・能力お
よび「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」
という大きな目標達成のための指導の視点であ
る。つまり、子どもの「今」の姿に焦点を合わ
せた目標ではなく、学校教育としての目標や将
来のための教育が強く幼稚園に求められてい
る。そのために「各幼稚園が行う学校評価につ
いては、教育課程の編成、実施、改善が教育活

動の中核となる」と、「カリキュラムマネジメ
ント」と関連付けて実施を行うよう規定されて
いる（幼稚園教育要領「第１章 総則」の「第
１ 幼稚園教育の基本」「第６ 幼稚園運営上
の留意事項」）。
このように、幼稚園教育は小学校の準備教育

という位置づけであり、幼児期の終わりまでに
育ってほしい目標設定にむけて、幼児期の今に
何を形成するかという、上から下への「上意下
達」の教育観といえる。
どのような教育・保育においても最終的には

未来の社会をより良く創っていく人物を育てる
という社会的要請や子どもに関わるおとなたち
の願いがあるのは当然である。願いと手立ての
ない教育はただの放任でしかなく、無秩序な社
会の形成者とならざるをえない。したがって、
目標をもつことが問題ではなく、その目標が誰
のためのものか、どの視点で立てられるのかが
問われているのである。「下意上達」の保育観
と「上意下達」の教育観とはベクトルの方向性
が反対であり、おのずと計画や活動展開、評価
など具体的実践が異なると考えられる。つま
り、子どもたちの学びの過程が異なるのであ
る。
２０１７年の同時改訂（定）により、この幼稚園
教育において育みたい資質・能力及び「幼児期
の終わりまでに育ってほしい姿」は、幼稚園だ
けではなく、保育所、幼保連携型認定こども園
においても共通に目的とされた。小学校の準備
教育という「上意下達」の教育観は、今をたい
せつにすることが未来の力をつくるという「下
意上達」の教育観の保育とは矛盾しているが、
保育における「教育」においても規定されたの
である。
２）子どもの主体性を支える「養護」の位置
子どもの「主体性」は、養護とも関係が大き

い。２００８年版の保育所保育指針では、「第３章
保育の内容」の「１ 保育のねらい及び内容」
に「（一）養護に関わるねらい及び内容」の「イ
情緒の安定」の「ねらい」に「一人一人の子ど
もが主体として受け止められ、主体として育
ち、自分を肯定する気持ちが育まれていくよう
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にする」と記載されている。２０１７年版では、「第
１章 総則」に「２ 養護に関する基本的事項」
へほとんどそのまま移動している。それについ
て、解説で「養護は保育所保育の基盤であり、
保育所保育指針全体にとって重要なものである
ことから」、総則に記載すると述べられてい
る１７）。
しかし、この「養護」の移動については、保

育に対する「評価」を行うために、「養護」を
保育のねらいと内容から外して「教育のねらい
と内容」だけを残す必要があったと指摘されて
いる１８）。養護が保育の基盤として重要だとしな
がら、保育に対する「評価」を「教育のねらい
と内容」のみに基づいて行うという点では矛盾
がある。このことから、大宮は、「一人ひとり
の子どもの心身のケアという視点が後退しない
か」１９）と懸念する。つまり、養護は子どもが主
体的に生活や活動をしていくうえで必要不可欠
であるにも関わらず、長い目で見ると、評価の
対象である「教育のねらい」を達成することに
重点が置かれた保育になるのではないかと考え
られるのである。
３）保育における「主体性」のとらえ方
前述のように、幼児教育では、「主体性」は

他者や環境との関係で形成されるととらえる。
単純な「自発性」や「自主性」とは違い、保育
者の意図する目標へ向けて自らの意思で主体的
に活動する取り組むことができることが求めら
れている。それゆえに、子どもが生き生きと主
体的に活動しているように見えながら、実は子
どもが興味をもつような環境や活動を教師が設
定した、教師の筋書き通りの保育に陥る恐れも
ある。それでも、教師が望む子どもの「主体性」
を形成するという視点では問題にならないであ
ろう。また、望ましい目標達成への積極的、能
動的に活動する姿が子どもの「主体的に活動」
する姿と判断されることになる。つまり、教師
の目標に見合う姿のみが「主体性」「主体的活
動」と評価されていく可能性があるのである。
その一方で、保育者が意図する望ましい目標

への活動ではない場合や消極的な子どもの姿は
「主体的活動」とは認められないのではないか

と危惧される。はたして、保育者の意図に反す
る活動をする子どもや消極的な子どもには主体
性がないといえるのであろうか。

３．幼児期の子どもの主体性をどうとらえるべ
きか

（１）どの子どもにも主体性がある
先の問いも含めて幼児期の子どもの主体性を

どうとらえるかについては、以下の川田２０）の論
が参考になる。他者との関わりにおける「主体
性」のとらえ方について、同じように他者との
関わりでとらえている川田は、実践概念として
「主体性」や「自己決定」について、以下の二
つの極論があると指摘している。「A 子ども
の好きなようにさせるのが主体性・自己決定の
尊重である」と「B 人に影響されないで決定
するのが主体的な自己決定である」という論で
ある。川田は、Aを「主体性＝放任」論、Bを
「主体性＝自己」論と命名している。
ところが、現実問題として、乳児期のみなら

ず幼児期の子どもが自分勝手に生きていくこと
は不可能であるため、Aの「放任」論は現実
的には成立しないのである。またBの 「自己」
論も、何が何でも自分で決めることは現実的に
不可能である。乳幼児期の子どもたちはおとな
の用意した環境や選択肢の中で「自己決定」を
していかざるをえない。つまり子どもはおとな
や他の子どもたちと影響しあって行動し、考え
ていくものである。
これら「放任」論と「自己」論に対して、川

田は、「C 子どもの主体性や自己決定は、他
者や環境との関係においてのみあらわれる」と
第三の概念を提案し、「主体性＝関係」論と名
付けている２１）。
ここまでを見ると、前述の幼児教育での「主

体性」のとらえ方と同じであるが、川田は、C
の「主体＝関係」論の考え方においては、「主
体性とは『自分で決める』『能動的に行動する』
『活発に活動する』といった、見るからに積極
的な姿をかならずしも意味」２２）しないと述べて
いる。主体性は、「子どもがどのように周囲の
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人やモノや出来事と関係をもっているのかを意
味する語」であるとする。そのため「主体性と
は、『子どもが周囲とのあいだに結んでいる関
係の状態』」と定義され、すべての子どもに、
つねに何らかの主体性があるというのである。
では、活動に自ら意欲的に取り組んでいない

子どもや消極的な、他者の言いなりに従ってい
るような、主体性が弱いようにみえる子どもに
ついてどう考えるべきであろうか。川田は、
「子どもと周囲との関係はつねに変化するも
の」であることから、「一時的に古い関係がほ
どけ、新しい関係を結ぶまでのあいだに、主体
性が宙に浮いたような状態になることがあ
る」２３）という。そのため、主体性が弱くみえる
けれども、新しい関係が結べてくると主体的に
みえてくるのである。つまり、「主体性が弱い
ようにみえるときは、子どもが新しい関係を探
しているとき」であり、「相手や環境と新しい
関係を結びなおそうと試行錯誤している過程」
とみている２４）。
このようにとらえると、「主体性」や「主体

的活動」は、幼児、特に５歳児だけではなく乳
児も含め、障がいの有無に関わらずすべての子
どもに元々備わっているものであると考えられ
る。その「主体性」の表れ方が、それぞれの子
どもによって他者や環境との関係によって異な
るととらえることができる。
また、以前は乗れていた一輪車に、転園先で

は一時乗れなかったが、再び楽しめるように
なった子どもを例にして、川田は次のように述
べている２５）。「一輪車に乗る」ことは、「一輪車
に乗れる」という能力の発揮だけでなく、その
子どもが転園先で新しい関係を結んだことを意
味するというのである。その子どもは以前から
一輪車には乗れていたので、一輪車に乗るとい
う能力面での発達はなくても、子どもの主体性
の発達を読み取ることができるというのであ
る。そういう視点でとらえると、マイナスにみ
えるような消極的な姿や逸脱行為なども、子ど
もが他者や環境との関わり方で模索している主
体的な姿ととらえることができる。あるいは主
体性が質的に発達しようとしている姿といえ

る。

（２）主体性と集団とは絡まり合って発達する
「主体性＝関係」論で考えると、個と集団と

は決して対立するものではなく、ともに変化、
発達していくものである。川田２６）は、「『集団』
はもともと『一つの関係』を生きる主体のあつ
まり」であり、主体性を尊重する「集団」では、
たとえ複数の子どもたちが「同じ」活動をして
も、それぞれがその活動や仲間や道具などの環
境との間に「一つの関係」を結んでいると述べ
ている。たとえば同じ何かの活動の思い出の絵
を描く場合も、描かれる内容はそれぞれ違いが
みられる。その中に、同じ場面を複数の子ども
が描いたとしても、それぞれの絵にこめられた
物語は異なると指摘する。
さらに、「集団」と「主体性」の関係につい

て、「すすむべき方向の異なるものではなく、
絡まりあいながら、発展・発達するより糸のよ
うな関係として理解する」ことができるという
のである。
友達と一緒にすることが楽しい、友達がいる

からしようと主体的に取り組むことで集団とし
てのまとまった姿を示すことができる。一方、
これはしたくない、あるいはしようと思わない
からしない、さらに友達と喧嘩をして一緒にし
たくないという場合もある。それも、子どもの
主体的な姿であり、その集団の状態を示すと考
えれる。それらの子どもと友達や集団の関係は
つねに質的に変化ししていることを考慮する
と、子どもの主体性や集団の状態も固定してい
るのではなく、質的に変化している。したがっ
て、保育者は、子どもが表す姿をその子どもと
周りの人や環境との関係でとらえて、その子ど
もが何をしたいのか、あるいは何を望んでいる
のかを見極め、保育の手立てを考えていくこと
が必要となるのである。
この点は、教師の意図する方向へ子どもの主

体的な活動を計画するという、前述の幼稚園教
育における「子どもの主体性」と「教師の指導」
の「調和・バランス・関係の在り方」とは異な
る。しかしながら、子どもの「今」をたいせつ
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にした保育観の視点からは矛盾せず、子どもの
主体性と保育者の指導・援助との関係が実践的
にとらえられている。

（３）「受動性」にみられる主体性
乳児や障がいのある子どもたちの主体性につ

いて、どう考えるべきであろうか。川田の提起
する「主体性の四つのかたち」２７）で主体性をと
らえると、乳児や障がいのある子ども、あるい
は家庭や生活的背景から配慮が必要な子どもな
どの主体性をとらえることができる。
「主体性の四つのかたち」とは、＜してもら

う＞から始まり、＜する＞、＜してあげる＞、
＜させてあげる＞と層のように積み重なる「か
たち」で発達するという。人間の主体性の発達
の始まりは、他者との関係において＜してもら
う＞という「受け身」のような姿として始まる
のである。たとえば、乳児は授乳も、おむつ替
えも、移動もすべてのお世話を＜してもらう＞。
この＜してもらう＞ということは、「自分の存
在そのものが「受容される主体性」として認め
られているということである。乳児は、
＜してもらう＞なかで、自分は他者から受け入
れられているのだという実感をすることになる
のである。これがないと、自ら積極的に環境に
働きかける＜する＞があらわれにくいという。
乳児がお世話を＜してもらう＞ことでお世話

をしてくれるおとなとの関係を築き、笑いか
け、喃語を発し、言葉を獲得してお話をするよ
うになっていく。また寝たままの状態から寝返
り、ハイハイ、つかまり立ちをし、二足歩行を
獲得して、自分の意思を持って移動をするよう
になっていく。つまり、＜してもらう＞という
受け身の状態の主体性がそれからの主体性の出
発点において、他者が「働きかける（能動）」
と自分が「働きかけられる（受動）」とが一体
的なもののとして経験している必要があるとい
う。赤ちゃんは、「自分ごとと他人ごとを一つ
のできごととして経験している可能性」がある
というのである２８）。
つまり、＜する＞と＜してあげる＞は能動性

の異なったあらわれ方である。１、２歳児くら

いになると自分のことは棚に上げて友達のお世
話や保育者の手伝いなどをする姿がよくみられ
る。川田は「その子にとってみると何らかの理
由で、自分で＜する＞よりも、他者に＜してあ
げる＞ことで能動的な主体性を発揮している」
と推測している２９）。＜してもらう＞受身の主体
において＜してあげる＞という能動の主体を一
体として経験していることが背景にあるためと
考えられる。あそびの中でも、人形をトントン
して寝かせるまねや、ご飯を作って食べさせて
あげるまねなど、ごっこあそびもするようにな
るのである。
２～３歳ころに、誰かが何かをしようとして

いるのを＜させてあげる＞姿がみられるように
なる。＜させてあげる＞は、他者の＜する＞を
支える関わりであって、自分は受動的な構えに
なる主体性とされる。相手が何かをしようとし
ているのを、待つ姿としてあらわれることが多
い。単純な順番や交代ができるということでは
なく、その時の友達や状況の関係性で、譲って
あげたり待ってあげたりすることができる姿で
ある。
この四つの主体性は、何歳でこの主体性と、

単純に順番としてあらわれるのでなく、むしろ
子どもと他者との関係においてどれが優位かは
変わってくるものであるとされる。
受動性の中に主体性を見いだしていくという

発達観に立つと、おのずと保育者は子どもの視
点に立った関り方や援助をすることになる。こ
の観点は、乳児や障がいのある子どもに対して
だけではなく、すべての子どもに対して保育者
に求められているといえる。

４．幼児期の子どもの主体性を支える子ども観
と教育・保育実践

（１）二つの子ども観
２０１１年日本語訳された『OECD保育白書』３０）

によれば、就学前教育に対するアプローチは二
つの流れがある。乳幼児期がその後の発達の土
台であるという点でも、社会自体の発展にとっ
て極めて大きな意義をもつという点でも、乳幼
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児期の教育と保育の重要性は各国共通に浸透し
ているが、なぜそれが重要であるのかというと
らえ方には国による違いがみられると指摘され
ている。
第一の考え方は、子どもを「未来の労働力」

としてとらえ、「子どもたちがグローバル経済
の（激しい競争）の中で労働力としてやってい
くためには、学習のための準備、就学のための
準備を幼児期にしておかなくてはならない」と
いう考え方である。報告書では、この傾向が強
まると「『読み書き算数など、幼児期に特定の
技能や知識を教えなければならないという学校
的な課題へのプレッシャーが大きくなり、ひい
ては幼児に身につけるべきほかの課題が軽視さ
れることにつながる危険がある』」と、その問
題点が指摘されている３１）。この考え方の背景に
は、「子どもは無能で未熟な存在」であるとい
う子ども観があるといえる。
それに対しての第二の考え方は、子ども時代

を「未来への準備期」として重要視するのでは
なく、子ども時代それ自体が重要な意味を持つ
「人生の最初の段階」とする考え方である。「自
分なりの考えや関心にしたがって生活できる」
こと、「安心してありのままの子どもでいられ
る生活」それこそが子どもたちの求めているも
のである３２）。この考え方の背景となる子ども観
は、「子どもは有能な存在」である。
OECDの報告書では、第一の考え方を批判

し、第二の考え方を支持しているが、大宮によ
れば、この二つの考え方を対立させて、いずれ
を選ぶかと迫っているわけではないという３３）。
つまり、この二つの子ども観・保育観はつねに
われわれの頭の中に同居しているのである。
「今の生活」か「未来の準備」か、「一人の市
民」としてみるか「将来の労働力」としてみる
か、「ありのままの生活」か「学習のための基
礎的能力」かという選択ではないという。どち
らかを選択することや、未来に向けての準備や
教育も頭から否定することは非現実的であると
指摘される。大宮はそのような二社択一の問題
ではなく、報告書は、「『今ここに生きる市民と
しての子ども』が『自分なりの考えや関心にし

たがって生活できる』ことをまず大事にする、
そしてそのことがもっともよく『未来を準備す
る』ことにつながると見る。そういう順序で両
者を統一する必要がある」と、強調していると
示している。
わが国の場合は、第一の立場に立った教育・

保育であるといえる。幼稚園教育要領や保育所
保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育
要領において、子どもの「自発性」や「主体性」」
は尊重されているけれども、「幼児期の終わり
までに育ってほしい姿」を目標として取り組む
ことが求められている。しかしながら、保育所
保育指針における「第１章 総則」「３ 保育
の原理」の「保育所保育は、子どもが現在を最
も良く生き、望ましい未来をつくり出す力の基
礎を培う」という保育の考え方がある。これは、
OECDの報告にみられる二つの考え方を統一
した「今、ここにある生活」を大事にすること
が「未来を準備することにつながる」という保
育観としてとらえることができる。すなわち、
学校教育で完結させるという狭い枠でとらえた
「教育」に限定せず、広く生活全体にわたる「保
育」としてとらえて「現在を最もよく生きる」
ことが、人生を長い目でみた時の有能な人材育
成となるといえるのである。

（２）子どもの「今、ここにある生活」をたい
せつにした保育

イタリアのレッジョ・エミリア市の幼児教育
実践は、『OECD保育白書』において、世界的
にもっともすぐれた幼児教育実践の一つとして
紹介された子どもの生活を大切にする保育観
の、「もっとも重要な現代的起源の一つ」であ
ると、いわれる３４）。レッジョ・エミリア市の幼
児教育実践の最大の特徴は、子どもを「有能な
学び手」としてとらえる子ども観とされる。
レッジョ・エミリア市の幼児教育実践の創立者
のローリス・マラグッツィの「子どもたちは百
の言葉を持っている」は、レッジョ・エミリア
市の幼児教育実践を象徴する合言葉のように有
名な言葉であり、根底にある子ども観を知らし
めている３５）。森は、レッジョ・エミリア市の幼
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児教育実践における「子どものイメージ」（実
践を理解するための５つの鍵）として、以下の
５点をあげている３６）。
その① 子どもは主人公である
その② 子どもは可能性に溢れている
その③ 子どもは有能である
その④ 子どもは研究者である
その⑤ 子どもは市民である
①については、十把一絡げに子どもをとらえ

るのではなく、一人ひとりを主人公としてとら
えるという考え方である。②については、子ど
もの可能性を信じる実践では、子どもに出会う
前から決めている保育内容やカリキュラム、指
導計画案は不要であり、必要なのは、子どもた
ちの「やってみたい！」「知りたい！」という
エネルギーが一人ひとりの学びを形成するとい
うのである。③については、子どもは与えられ
ないと学ばないのではなく、自ら環境に働きか
け、自分に合った物事のとらえかたを見出すと
する。したがって、保育は「子どもを信じ、作
り出す生活である」とされる。④については、
既成のカリキュラムやマニュアルは必要ないと
される。教師はどうなるかわからないリスクを
自覚しつつ、子どもの何だろう、知りたい、不
思議だ、やってみようという心意気をたいせつ
にする。それが毎日のカリキュラムに繋がると
いう。⑤については、子どもは独自性を有する
存在で、他者（子ども・おとな）と関わり合い
ながら互いに恵みを受け合い、関係性を深める
と考えられている。
また、日本でレッジョ・エミリア市の幼児教

育の実践をしているアレッサンドラ・ミラーニ
は、レッジョ・エミリア・アプローチの本質に
関わる前提条件を、子どもを「権利の主体者」
「有能な『創造者』」とおさえ、さらに、「知識、
判断力、自主性、人間関係の構築力などを身に
つけることは、子供ひとりひとりによって行わ
れる個人的プロセスであると同時に、グループ
によって獲得されるものでもある。つまり、同
世代の子供同士、さらには子供と、周囲にいる
おとなとの関係性のネットワークを通じて実現
される」としている３７）。

このように、子どもは一人ひとりが主人公で
あり、自らの興味や探求心から友達や教師と関
わり合いながら学びあっていく。したがって、
教師は「どうなるかわからないリスク」を自覚
しながらも既成のカリキュラムやマニュアルに
従わず、子どもたちの不思議や知りたい意欲か
ら出発しして、子どもと教師が相互に関わり合
いながらともに学びあう関係で幼児教育・保育
を形作っていくのである。
大宮は、レッジョ・エミリア市の幼児教育実

践のメッセージを、１０か月の赤ちゃんがカタロ
グの腕時計の写真を保育者と関わりながら、
「時計」について自分なりにわかろうとしてい
る姿３８）をもとにして、次のように述べている。
「子どもは学ぶ意欲と学ぶ力をもった有能な学
び手である」、「子どもは生活の中でもっともよ
く学ぶ」、子どもは「人とのかかわり、モノと
のかかわりの中で育つこと、それゆえそのかか
わりの豊かさがきわめて重要であること」とい
うことである。保育者の役割は「子どもにとっ
て意味のある生活」をつくることである３９）。
レッジョ・エミリア市の幼児教育実践では、

子どもの興味や疑問、知りたい、したい意欲な
どを元にしたプロジェクト活動が行われてい
る。DVD「レッジョ・エミリア市の挑戦２００１
子どもたちの１００の言葉」においても、「葉っぱ」
「からだ」「小鳥の講演」などのプロジェクト
活動の実際の様子が紹介されている４０）。子ども
たちが小集団で試行錯誤しながら活動をし、自
分たちのしていることを伝えあい、視覚的、聴
覚的に様々に表現し意味づけをしている４１）。子
どもたちの活動やアートは子どもにとっての生
活であり、学びの過程を表しているのである。
それは、子どもにとって意味ある活動であり、
意味ある生活である。また、保育者にとっても
意味ある保育であるといえる。

５．おわりに

以上、幼児期の子どもの「主体性」について、
検討した。
広く生活全体にわたる「保育」としてとらえ
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て「今、ここにある生活」を大事にした保育観
と、「現在を最もよく生きる」ことが人生を長
い目で見た時の有能な人材育成となるという考
え方は、現代の幼児教育・保育において重要な
視点である。乳幼児期の教育・保育を学校教育
で完結させるという狭い枠でとらえた「教育」
に限定してはならないであろう。
子どもを生活の「主人公」ととらえ、どの子

どもにも、どんな状態であってもその子どもの
「主体性」があり、人やモノとの関わりのなか
で学んでいく「有能な学び手」としてとらえて
いくことも、保育者が実践をしていくうえで心
にとめておくべきことである。何よりも子ども
を「主体」としてとらえた生活や活動を保障す
ることが基本的に必要である。また、保育者は
子どものどのような姿や言葉からでもその子ど
もの「主体」としての思いを探る必要がある。
それとともに、保育者も保育の「主体」として、
子どもたちと関わりながら保育を創っていくべ
きである。保育者自身も保育をとおして子ども
とともに学びあい、育ちあっていくといえる。
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